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は じ め に 

このたび、当センターにおける各種事業の策定とその効果的な推進を図るための基礎資料

を得るとともに併せて企業経営の参考としていただくため、本県企業の経営動向や設備投

資計画の有無等についてアンケート調査を実施いたしました。 
調査結果の詳細につきましては各章のとおりですが、おおむね製造業、中でも輸送用機器

や金属製品、一般及び電気機器などを中心に業績の回復傾向が見られるものの、他の業種

とりわけ卸・小売業等では依然として厳しい状況が続いております。３月の内閣府月例経

済報告によれば、わが国の景気は設備投資と輸出に支えられて着実な回復を続けており、

先行きについても明るい見通しがなされておりますが、地方経済にあっては業種や規模に

よって業況は大きく異なり、企業間格差は拡大しているのが実態であるという結果となり

ました。 

調査対象企業並びに関係諸団体の皆様には、お忙しい中、調査にご協力いただき、ありが

とうございました。 
 
平成１６年３月 
 

財団法人 栃木県産業振興センター 
理事長 渡邊 利一 
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調 査 概 要 

１．目的 
県内企業における経営動向や設備投資計画の実態を把握し、もって当センターにおける

各種支援事業の策定とその効果的な推進を図るための基礎資料を得るとともに、県内企

業経営の参考に供するため、この調査を実施した。 
２．調査時期 
平成１５年１２月３１日現在 

３．調査方法 
郵送によるアンケート方式 

４．調査対象 
無作為に抽出した県内企業２０００社 

５．調査票回収状況 
回答企業数 ８７４社 
回収率  ４３．７％ 

６．回答企業の内訳 
（１）業種別 

不明
4.3%

その他
5.5%

製造業
75.4%

卸・小売
業
7.4%

サービス
業
7.3%

 

＜製造業６５９社の内訳＞ 
食料 

飲料 

繊維 

衣服 

木材 

家具 

パルプ 

紙 

出版 

印刷 

プラスチッ

ク 

ゴム 

皮革 

窯業 

土石 

51 社 51 社 50 社 10 社 25 社 75 社 10 社 40 社

鉄鋼 

非鉄金属 
金属製品 一般機器 電気機器

輸送用機

器 
精密機器 その他 合計 

25 社 98 社 73 社 63 社 37 社 37 社 14 社 659 社

 

製造業 659 社 75.4%

卸・小売業 65 社 7.4%

サービス業 64 社 7.3%

その他 48 社 5.5%

不明 38 社 4.3%

合計 874 社 100.0%
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（２）資本金別 

5000万円
超 70社

不明 48
社

個人  13
社

500万円
以下 154
社

1001～
5000万円
304社

501～
1000万円
285社

 

（３）従業員数別 

不明 47
社

100人超
49社

51～100
人 124社

21～50人
228社

11～20人
218社

10人以下
208社

 

（備考） 
調査票において、問２「経営状況」及び問３「今後の見通し」の回答項目の（３）が「普

通」となっているが、「横這い」に読み替えて集計した。 

個人 13 社 1.5%

500 万円以下 154 社 17.6%

501～1000 万円 285 社 32.6%

1001～5000 万円 304 社 34.8%

5000 万円超 70 社 8.0%

不明 48 社 5.5%

合計 874 社 100.0%

10 人以下 208 社 23.8%

11～20 人 218 社 24.9%

21～50 人 228 社 26.1%

51～100 人 124 社 14.2%

100 人超 49 社 5.6%

不明 47 社 5.4%

合計 874 社 100.0%
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Ⅰ．概況 
１．会社をとりまく経営環境 
「悪い」又は「大変悪い」は５９．４％で、「普通」は２９．１％、「大変良好」又は

「良好」は１０．２％であった。 

普通
29.1%

悪い
44.4%

大変悪
い
15.0%

良好
9.8%

大変良
好
0.3%

無回答
1.4%

 
 
 
２．経営状況 

Ａ．売上額の推移 
「減少」又は「大幅減少」は４３．９％、「横這い」は２６．１％、「大幅増加」

又は「増加」は２９．４％、であった。 

無回答
0.6%

大幅減
少
9.5%

大幅増
加
2.5%

減少
34.4%

横這い
26.1%

増加
26.9%

 

大変良好 3社 0.3% 

良好 86 社 9.8% 

普通 254 社 29.1% 

悪い 388 社 44.4% 

大変悪い 131 社 15.0% 

無回答 12 社 1.4% 

合計 874 社 100.0% 

大幅増加 22 社 2.5% 

増加 235 社 26.9% 

横這い 228 社 26.1% 

減少 301 社 34.4% 

大幅減少 83 社 9.5% 

無回答 5 社 0.6% 

合計 874 社 100.0% 
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Ｂ．経常利益の推移 
「減少」又は「大幅減少」は４７．０％、「横這い」は２７．１％、「大幅増加」

又は「増加」は２５．２％であった。 

無回答
0.7%大幅減

少
8.1%

大幅増
加
1.8%

増加
23.3%

減少
38.9% 横這い

27.1%

 
Ｃ．全般的な経営状況 

「悪い」又は「大変悪い」は４６．０％、「普通」は３８．６％、「大変良好」

又は「良好」は１５．０％であった。 

普通
38.6%

良好
14.0%

大変良
好
1.0%

悪い
37.8%

大変悪
い
8.2%

無回答
0.5%

 
 

３．今後の見通し 
過半数の企業５７．０％が「横這い」と答えている。 

無回
答
1.5%

下向き
22.7%

横這
い
57.0%

上向き
18.9%

 
 
 

大幅増加 16 社 1.8% 

増加 204 社 23.3% 

横這い 237 社 27.1% 

減少 340 社 38.9% 

大幅減少 71 社 8.1% 

無回答 6 社 0.7% 

合計 874 社 100.0% 

大変良好 9 社 1.0% 

良好 122 社 14.0% 

普通 337 社 38.6% 

悪い 330 社 37.8% 

大変悪い 72 社 8.2% 

無回答 4 社 0.5% 

合計 874 社 100.0% 

上向き 165 社 18.9% 

横這い 498 社 57.0% 

下向き 198 社 22.7% 

無回答 13 社 1.5% 

合計 874 社 100.0% 



 

 - 5 -

４．現状が良い要因（複数回答） 
全般的な経営状況が「大変良好」又は「良好」と答えた企業１２８社のうち、５７社

４４．５％が「従業員の意識改革」、５４社４２．２％が「新規取引先の開拓」をあげ

ており、次いで「作業改善等によるコストダウン」、「新製品開発の推進」の順となっ

ている。 

0

20

40

60

従
業
員

の
意
識

改
革

新
規
取
引
先

の

開
拓

作
業
改
善
等

に

よ
る

コ
ス
ト
ダ

ウ

ン

新
製
品
開
発

の

推
進

賃
金

コ
ス
ト
の

節
減

パ
ー

ト

・
ア

ル

バ
イ
ト
の
活
用

省
力
化
投
資

の

実
施

取
引
条
件

の
改

善

不
採
算
取
引
先

の
切

り
捨

て

物
流

コ
ス
ト
の

削
減

不
採
算
製
品

の

製
造
中
止

本
業
関
係
以
外

の
事
業
展
開

そ
の
他

%

 

５．現状が悪い要因（複数回答） 
全般的な経営状況が「悪い」又は「大変悪い」と答えた企業３８４社のうち３０３社

７８．９％の企業が「需要の低迷」をあげており、次いで「他社との競争激化」２０

４社５３．１％、「資金繰りが難しい」１１５社２９．９％の順となっている。 

0

20

40

60

80

需
要

の
低
迷

他
社

と
の
競

争
激
化

資
金
繰

り

が

難

し

い

取
引
条
件

の

変
更

生
産
設
備

の

老
朽
化

人
材

の
確
保

難

従
業
員

の
余

剰

立
地
環
境

の

悪
化

そ
の
他

%

 
６．経営上の問題点・課題（複数回答） 
「同業者との競合」５１．７％、「産業の動向や不況」５０．６％が多く、次いで「技

術者・熟練工等の不足」、「資金の調達」の順となっている。 

0

20

40

60

同
業
者

と
の
競
合

産
業

の
動
向

や
不

況

技
術
者

・
熟
練
工

等

の
不
足

資
金

の
調
達

需
要

の
多
様
化

・

高
度
化

原
材
料

な

ど
諸
経

費

の
高
騰

人
件
費

の
上
昇

輸
入
品

と
の
競
合

後
継
者
確
保

技
術
革
新

の
急
速

な
進
展

流
通
機
構

の
変
化

海
外
市
場

で
の
競

合

従
業
員

の
余
剰

為
替
相
場

の
変
動

関
連
情
報

の
不
足

産

・
官

・
学
交
流

の
展
開

貿
易
摩
擦

そ
の
他

%
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７．今後の経営方針（複数回答） 
「現状維持」が５０．６％、次いで「規模拡大」と「多角経営」がほぼ同じでそれぞ

れ２０．３％、１８．９％であった。 

0

20

40

60

現
状
維
持

規
模
拡
大

多
角
経
営

規
模
縮
小

業
種
転
換

分
社
経
営

そ
の
他

%

 
８．今後力を入れたい経営方策（複数回答） 
およそ半数の企業が「人材育成」と「新市場の開拓」を上げており（４８．２％、４

８．１％）、次いで「新商品開拓」、「社内の構造改革」の順となっている。 

0

20

40

60

人
材
育
成

新
市
場

の
開
拓

新
商
品
開
拓

社
内

の
構
造
改
革

情
報

の
収
集

と
そ

の
活
用

資
本
力

の
増
強

不
採
算
部
門

の
整

理

Ｏ
Ａ
化

・
Ｆ
Ａ
化

Ｃ
Ｉ
の
推
進

そ
の
他

%

 

９．設備投資計画の有無 
今後の設備投資計画のある企業は３７１社４２．４％に達している。 

無回答
9.3%

ない
48.3%

ある
42.4%

 
 

ある 371 社 42.4% 

ない 422 社 48.3% 

無回答 81 社 9.3% 

合計 874 社 100.0% 
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１０．設備投資計画の内容 
Ａ．投資金額 

回答のあった３６５社のうち、およそ半数１９１社５２．３％が３千万円未満

の設備投資を計画している。また、１億円以上の投資計画が４６社１２．６％あ

る。 

１千万
円未満
20.5%

１～３千
万円未
満
31.8%

３～５千
万円未
満
16.4%

５千万
～１億
円未満
18.6%

1億円以
上
12.6%

 
Ｂ．資金調達方法（複数回答） 

回答のあった３６５社のうち、１９７社５４．０％が「金融機関借入」をあげ

ており、次いで「自己資金」１３７社３７．５％、「民間リース」１０４社２８．

５％となっている。 

0

20

40

60

金
融
機
関

借
入

自
己
資
金

民
間

リ
ー

ス

資
金
貸
付

制
度

設
備
貸
与

制
度

民
間
割
賦

そ
の
他

%

 

また、投資規模が大きくなるにつれ「金融機関借入」が増えており、３千万円

以上の投資の場合６割を超えている。一方、自己資金は１億円以上の投資の場合

が最も多く４６．７％、次いで１千万円未満４５．８％、５千万円以上１億円未

満４２．６％となっている（回答企業数３６０社）。 

0

20

40

60

１千万円未満 １～３千万円未満 ３～５千万円未満 ５千万～１億円未満 1億円以上

自己資金 設備貸与制度 資金貸付制度 金融機関借入 民間リース 民間割賦 その他

%

 

１千万円未満 75 社 20.5%

１～３千万円未満 116 社 31.8%

３～５千万円未満 60 社 16.4%

５千万～１億円未満 68 社 18.6%

1 億円以上 46 社 12.6%

回答企業数 365 社 100.0%
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Ｃ．投資目的 
回答のあった３７０社のうち、２２０社５９．５％が「生産能力の増大（売上

高拡大）」をあげており、次いで「生産工程の改善」１３２社３５．７％、「品質

向上」１２２社３３．０％の順となっている。 

0

20

40

60

生
産
能
力

の
増
大

（
売
上
高
増
大

）

生
産
工
程

の
改
善

品
質
向
上

労
力
節
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（
省
力

化

）

新
分
野

へ
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出
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費
節
減

（
電
気
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代
等

）

残
業
時
間

の
短
縮

公
害
防
止

そ
の
他

%

 
１１．設備投資計画のない理由（複数回答） 

回答のあった４０４社のうち、２４０社５９．４％が「受注・売上の見通し難」、２

１１社５２．２％が「現有設備で十分対応可能」をあげており、次いで「資金調達が

困難」、「設備価格が高額」の順となっている。 

00

20

40

60

受
注

・
売
上

の

見
通

し
難

現
有
設
備

で
十

分
対
応
可
能

資
金
調
達

が
困

難

設
備
価
格

が
高

額

環
境

・
立
地
面

で
問
題

従
業
員

の
雇
用

難

そ
の
他

%
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１２．足利銀行国有化の影響 
Ａ．会社の経営に影響があるか 
「大きな影響がある」又は「ある程度の影響はある」は４２．２％で、一方「あ

まりない」又は「全くない」は４７．７％であった。 
なお、１２１社１３．８％が「大きな影響がある」と答え、「全くない」と答え

た企業は２０６社２３．６％であった。 
 

無回答
10.1%

大きな影
響がある
13.8%

全くない
23.6%

あまりな
い
24.1%

ある程度
の影響
はある
28.4%

 
 
Ｂ．どのような影響が大きいか（複数回答） 
「大きな影響がある」と答えた企業１２１社のうち７８社６４．５％が「あしぎ

んＦＧ株による損失」をあげている。 

0

20

40

60

80

あ

し
ぎ

ん

Ｆ
Ｇ

株

に
よ
る
損
失

資
金
繰

り

の
悪

化

取
引
条
件

の
悪

化

そ
の
他

決
済

の
遅
滞

社

 

大きな影響がある 121 社 13.8%

ある程度の影響はある 248 社 28.4%

あまりない 211 社 24.1%

全くない 206 社 23.6%

無回答 88 社 10.1%

合計 874 社 100.0%
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Ⅱ．業種及び規模別に見た状況 
以下の項目について、業種別及び規模別（従業員数又は資本金別）に分析を行った。 
（１）経営動向 
①会社を取りまく経営環境 
②売上額の推移 
③経常利益の推移 
④全般的な経営状況 
⑤今後の見通し 

（２）設備投資計画 
①計画の有無 
②投資予定金額 

（３）足利銀行国有化の影響 
経営動向に関しては、製造業を中心に業績の回復傾向が見られた。製造業において業

績がいいのは、「パルプ・紙」、「金属製品」、「一般機器」、「電気機器」、「輸送用機器」で、

逆に悪いのは「出版・印刷」、「ゴム・皮革」、「窯業・土石」であった。また、従業員規

模別格差が明瞭に見られた。 
設備投資計画のある企業は、経営動向に伴い製造業において最も多く、また資本規模

の大きい企業ほど多い 
足利銀行国有化により最も大きな影響を受けたのは卸・小売業で、また資本規模の大

きい企業ほど大きな影響を受けている。 
 
１．会社をとりまく経営環境 
（１）業種別 

すべての業種において半数以上の企業が「悪い」又は「大変悪い」と答えている。 
「良好」又は「大変良好」は製造業が１０．８％で、次いでサービス業７．８％、

卸・小売業６．２％であった。卸・小売業は６６．２％が「悪い」又は「大変悪い」

と答えている。 

10.3%

6.2%

7.8%

29.7%

27.7%

34.4%

14.6%

43.2%

52.3%

43.8%

56.3%

15.2%

13.8%

10.9%

25.0%

0.5%

4.2%

3.1%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い 無回答
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製造業を分野別に見ると、「大変良好」又は「良好」は「パルプ・紙」の２０．０％

が最も多く、次いで「一般機器」１７．８％、「輸送用機器」１６．２％となってい

る。逆に「悪い」又は「大変悪い」は「ゴム・皮革」の９０．０％、次いで「その

他」８５．７％、「出版・印刷」８４．０％の順となっている。 

7.8%

8.0%

20.0%

13.3%

12.0%

13.3%

16.4%

7.9%

16.2%

13.5%

27.5%

19.6%

24.0%

30.0%

12.0%

25.3%

10.0%

20.0%

32.0%

38.8%

37.0%

39.7%

35.1%

35.1%

14.3%

52.9%

37.3%

40.0%

30.0%

64.0%

46.7%

70.0%

42.5%

52.0%

37.8%

31.5%

44.4%

45.9%

40.5%

50.0%

13.7%

33.3%

28.0%

20.0%

20.0%

12.0%

20.0%

35.0%

8.2%

9.6%

6.3%

10.8%

35.7%

2.0%

1.0%

1.4%

3.9%

4.0%

2.5%

4.0%

2.7%

1.6%

4.1%

1.0%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料・飲料

繊維・衣服

木材・家具

パルプ・紙

出版・印刷

プラスチック

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

一般機器

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い 無回答
 

（２）従業員数別 
規模が小さいほど「悪い」又は「大変悪い」が多い。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10人以下

11～20人

21～50人

51～100人

100人超

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い 無回答
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２．経営状況 
Ａ．売上額の推移 
（１）業種別 

「増加」又は「大幅増加」は製造業が３２．３％で、次いでサービス業２５．

０％、卸・小売業１３．８％であった。卸・小売業は６１．５％が「減少」又は

「大幅減少」と答えている。 

29.4%

12.3%

21.9%

14.6%

25.0%

24.6%

29.7%

29.2%

32.6%

55.4%

35.9%

39.6%

10.0%

6.2%

7.8%

16.7%

3.1%

1.5%

2.9%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

大幅増加 増加 横這い 減少 大幅減少 無回答
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製造業を分野別に見ると、「大幅増加」又は「増加」は「輸送用機器」が最も多く

４３．２％、次いで「金属製品」及び「電気機器」がともに４２．９％、「一般機器」

３９．７％となっている。 
逆に「減少」又は「大幅減少」は、「出版・印刷」が最も多く６４．０％で、「食

料・飲料」、「繊維・衣服」、「木材・家具」、「窯業・土石」、「その他」の５業種で５

０％を超えている。 

5.9%

8.1%

17.6%

13.7%

20.0%

30.0%

20.0%

28.0%

10.0%

32.5%

28.0%

37.8%

38.4%

38.1%

35.1%

32.4%

21.4%

29.4%

27.5%

24.0%

40.0%

16.0%

29.3%

50.0%

7.5%

48.0%

20.4%

34.2%

17.5%

21.6%

18.9%

21.4%

41.2%

29.4%

42.0%

20.0%

48.0%

29.3%

40.0%

47.5%

20.0%

26.5%

21.9%

31.7%

32.4%

35.1%

50.0%

9.8%

23.5%

14.0%

10.0%

16.0%

10.7%

10.0%

10.2%

7.9%

10.8%

7.1%

2.7%

2.5%

5.1%

1.4%

4.8%

2.7%

4.0%

4.1%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料・飲料

繊維・衣服

木材・家具

パルプ・紙

出版・印刷

プラスチック

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

一般機器

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

大幅増加 増加 横這い 減少 大幅減少
 

（３）従業員数別 
規模が小さいほど「減少」又は「大幅減少」が多い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人以下

11～20人

21～50人

51～100人

100人超

大幅増加 増加 普通 減少 大幅減少 無回答
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Ｂ．経常利益の推移 
（１）業種別 

「増加」又は「大幅増加」は製造業が２６．９％で、次いで卸・小売業２４．

６％、サービス業１７．２％であった。サービス業は半数以上の５３．１％が「減

少」又は「大幅減少」と答えている。 

24.7%

23.1%

17.2%

14.6%

27.6%

24.6%

28.1%

16.7%

36.9%

40.0%

48.4%

54.2%

8.6%

7.7%

12.5%

2.1%

1.5%

2.1%

4.7% 1.6%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

大幅増加 増加 横這い 減少 大幅減少 無回答
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製造業を分野別に見ると、「大幅増加」又は「増加」は「電気機器」が最も多く

３８．１％、次いで「金属製品」３４．７％、「輸送用機器」３２．４％となって

いる。逆に「減少」又は「大幅減少」は「出版・印刷」が最も多く６４．０％、

次いで「食料・飲料」６２．７％、「鉄鋼・非鉄金属」６０．０％で、「繊維・衣

服」、「ゴム・皮革」、「窯業・土石」、「その他」の４業種で５０％以上となってい

る。 

9.8%

25.5%

22.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

22.5%

16.0%

31.6%

26.0%

34.9%

27.0%

27.0%

28.6%

23.5%

15.7%

34.0%

50.0%

16.0%

28.0%

30.0%

20.0%

24.0%

32.7%

41.1%

19.0%

29.7%

29.7%

14.3%

54.9%

43.1%

34.0%

20.0%

52.0%

37.3%

50.0%

40.0%

56.0%

24.5%

27.4%

36.5%

35.1%

29.7%

50.0%

7.8%

13.7%

10.0%

10.0%

12.0%

10.7%

17.5%

8.2%

6.3%

10.8%

7.1%

2.7%

5.4%

3.2%

1.4%

3.1%

4.0%

2.0%

2.0%

2.7%

4.1%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料・飲料

繊維・衣服

木材・家具

パルプ・紙

出版・印刷

プラスチック

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

一般機器

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

大幅増加 増加 横這い 減少 大幅減少
 

（２）従業員数別 
規模が小さいほど「減少」又は「大幅減少」が多い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人以下

11～20人

21～50人

51～100人

100人超

大幅増加 増加 普通 減少 大幅減少
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Ｃ．全般的な経営状況 
（１）業種別 

「良好」又は「大変良好」は製造業が１６．４％で、次いでサービス業１４．

１％、その他８．３％、卸・小売業４．６％であった。卸・小売業の半数以上

の５２．３％が「悪い」又は「大変悪い」と答えている。 

15.0%

14.1%

8.3%

38.1%

43.1%

37.5%

27.1%

37.2%

43.1%

39.1%

52.1%

8.3%

9.2%

7.8%

12.5%

1.4%

4.6%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い 無回答
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製造業を分野別に見ると、「大変良好」又は「良好」は「輸送用機器」が最も多

く２７．０％で、次いで「一般機器」２６．０％、「パルプ・紙」と「プラスチッ

ク」がともに２０．０％となっている。 
逆に「悪い」又は「大変悪い」は「その他」７８．６％、次いで「ゴム・皮革」

７０．０％で、「食料・飲料」、「繊維・衣服」、「木材・家具」、「出版・印刷」、「窯

業・土石」の５業種で５０％以上となっている。 

10.0%

9.8%

12.0%

20.0%

12.0%

20.0%

12.5%

4.0%

16.3%

23.3%

14.3%

27.0%

13.5%

40.0%

31.4%

24.0%

40.0%

24.0%

38.7%

30.0%

30.0%

52.0%

45.9%

41.1%

41.3%

35.1%

51.4%

21.4%

44.0%

25.5%

46.0%

30.0%

56.0%

38.7%

60.0%

42.5%

36.0%

28.6%

28.8%

39.7%

37.8%

29.7%

64.3%

29.4%

16.0%

10.0%

8.0%

2.7%

10.0%

12.5%

7.1%

14.3%

3.9%

2.0%

2.5%

4.0%

2.0%

2.7%

6.0%

5.4%

4.8%

4.1%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料・飲料

繊維・衣服

木材・家具

パルプ・紙

出版・印刷

プラスチック

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

一般機器

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い
 

（２）従業員数別 
規模が小さいほど「悪い」又は「大変悪い」が多い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人以下

11～20人

21～50人

51～100人

100人超

大変良好 良好 普通 悪い 大変悪い 無回答
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３．今後の見通し 
（１）業種別 

「上向き」は製造業が２０．０％で、次いでサービス業１７．２％、その他１

０．４％、卸・小売業は６．２％であった。 
おおむねすべての業種において６割前後の企業が「横這い」と答えている。 

20.0%

6.2%

17.2%

10.4%

55.8%

64.6%

59.4%

62.5%

22.9%

29.2%

20.3%

27.1%

3.1%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

上向き 横這い 下向き 無回答
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製造業を分野別に見ると、「上向き」は「一般機器」が最も多く３１．５％で、

次いで「パルプ・紙」３０．０％、「プラスチック」２６．７％、「金属製品」２

５．５％となっている。 
逆に「下向き」は「窯業・土石」４７．５％、次いで「出版・印刷」４４．０％、

「その他」３５．７％となっている。 

15.7%

15.7%

20.0%

30.0%

8.0%

26.7%

15.0%

20.0%

25.5%

31.5%

15.9%

10.8%

18.9%

54.9%

54.9%

48.0%

40.0%

48.0%

54.7%

70.0%

37.5%

72.0%

59.2%

47.9%

65.1%

64.9%

64.9%

64.3%

27.5%

29.4%

30.0%

30.0%

44.0%

14.7%

30.0%

47.5%

8.0%

15.3%

17.8%

19.0%

21.6%

13.5%

35.7%

2.7%

2.7%

2.7%

4.0%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料・飲料

繊維・衣服

木材・家具

パルプ・紙

出版・印刷

プラスチック

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

一般機器

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他

上向き 横這い 下向き 無回答
 

（２）従業員数別 
規模が小さいほど「下向き」が多い。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人以下

11～20人

21～50人

51～100人

100人超

上向き 横這い 下向き 無回答
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４．設備投資計画の有無 
（１）業種別 

製造業は「ある」と「ない」がほぼ同じで、それぞれ４５．５％、４６．０％

であった。また、卸・小売業とサービス業においても、およそ３分の１の企業が

「ある」と答えている。 

45.5%

33.8%

34.4%

18.8%

46.0%

53.8%

54.7%

70.8%

8.5%

12.3%

10.9%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

ある ない 無回答
 

（２）資本金別 
資本金規模が大きいほど設備投資計画のある企業が多く、５千万円以上の企業

の半数以上５４．３％が「ある」と答えている。 

33.8%

43.9%

43.4%

54.3%

49.4%

47.4%

49.0%

44.3%

16.9%

8.8%

7.6%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500万円以下

501～1000万円

1001～5000万円

5000万円超

ある ない 無回答
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５．投資金額（業種別） 
設備投資計画のある企業３６５社の投資金額をみると、いずれの業種においてもお

おむね半数以上が３千万円未満で、製造業で１４８社５０．３％、卸・小売業で１５

社６５．２％、サービス業で１１社４７．８％となっている。 
また、１億円以上の設備投資は４６社あるが、その業種別内訳は製造業３７社、卸・

小売業５社、サービス業４社であった。 

20.0%

20.8%

26.1%

28.6%

18.8%

30.2%

41.7%

21.7%

57.1%

50.0%

16.9%

21.7%

18.8%

20.3%

12.5%

13.0%

12.5%

12.5%

20.8%

17.4%

4.2%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

不明

１千万円未満 １～３千万円未満 ３～５千万円未満

５千万～１億円未満 1億円以上  

  
１千万円

未満 

１～３千万

円未満 

３～５千万

円未満 

５千万～１

億円未満

1億円以

上 
合計 

75 社 116 社 60 社 68 社 46 社 365 社
合計 

20.5% 31.8% 16.4% 18.6% 12.6% 100.0%

59 社 89 社 50 社 60 社 37 社 295 社
製造業 

20.0% 30.2% 16.9% 20.3% 12.5% 100.0%

5 社 10 社 1 社 3社 5社 24 社
卸・小売業 

20.8% 41.7% 4.2% 12.5% 20.8% 100.0%

6 社 5 社 5社 3社 4社 23 社
サービス業 

26.1% 21.7% 21.7% 13.0% 17.4% 100.0%

2 社 4 社 1社     7 社
その他 

28.6% 57.1% 14.3%     100.0%

3 社 8 社 3 社 2 社   16 社
不明 

18.8% 50.0% 18.8% 12.5%   100.0%
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６．足利銀行国有化の影響 
Ａ．会社の経営に影響あるか 
（１）業種別 

「大きな影響がある」と答えた企業は卸・小売業が最も多く２３．１％で、

製造業及びサービス業より１０ポイント前後多い。逆に「あまりない」又は「全

くない」と答えた企業は製造業が最も多く５０．５％であった。 

12.4%

23.1%

14.1%

20.8%

27.6%

35.4%

26.6%

37.5%

24.7%

10.8%

34.4%

18.8%

25.8%

18.5%

14.1%

12.5%

9.4%

12.3%

10.9%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

卸・小売業

サービス業

その他

大きな影響がある ある程度の影響はある あまりない 全くない 無回答
 

（２）資本金別 
「大きな影響がある」と答えた企業は、資本金５千万円超が２０．０％、１

千万円超５千万円未満が１７．１％と資本金規模の大きい企業ほど大きな影響

を受けている。 

7.7%

7.1%

13.3%

17.1%

20.0%

7.7%

22.1%

28.4%

34.2%

22.9%

30.8%

27.3%

25.3%

22.0%

17.1%

38.5%

26.0%

23.2%

19.1%

37.1%

15.4%

17.5%

9.8%

7.6%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人

500万円以下

501～1000万円

1001～5000万円

5000万円超

大きな影響がある ある程度の影響はある あまりない 全くない 無回答
 


